
英会話スクールの経営者様向け

万円

新たなビジネスチャンスの到来!!

幼・小・中・高
対応モデル

営業
利益率30％

外国人
人件費率20％

平均
月謝2万円

TEL：0120-964-000 FAX：0120-964-111
株式会社 船井総合研究所 〒541-0041 大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研 大阪本社ビル 【担当】時田

英語教育改革対応セミナー２０１８ お問い合わせNo. S028470

ＷＥＢからもお申し込みいただけます。（船井総研ホームページ[www.funaisoken.co.jp]右上検索窓に[お問い合せＮｏ．]を入力してください） 028470

１．３０年ぶり大学入試改革に
対応した新モデルを展開

２．営業利益率３０％以上の
スクールの実態とは？

３．小学生高学年～高校生の
新規集客も実現
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皆様も既にご存知のように、大学入試改革・英語教育改革の方向性が発表されました。具

体的には、英語に関する大学入試は以下のようになります。

◆４技能型の外部試験を認定 （CEFR換算可能であること、４技能型であることが認定条件）

◆高校３年の４月～１２月の間に２回受験可能

また、上記に加えて以下のような英語教育・大学入試の改革が実施される予定です。

◆２０２０年度以降、小学５年生から英語を教科に格上げ （外国語活動を小３に前倒し）

◆一部地域の公立高校だけでなく、私立中学などにおいても英語資格の評価を実施

◆各大学の二次試験における英語４技能評価

今回、３０年ぶりの大学入試改革となり、また少子高齢化が進行する日本の未来を活気あ

るものにするための教育制度の変更も視野に入っています。そのため、今回の改革の影響は、

これまでの教育業界・教育ビジネスを大きく揺るがすものになること
は間違いありません。

受験産業自体のあり方が大きく変わる可能性さえあります。

この先数十年の教育企業の浮き沈みは、この教育改革の波に乗れるかどうかにかかってい

ると言ってもよいでしょう。

巻頭
特集

３０年ぶりの変化が迫る！

大学入試改革がもたらす

“教育業界”の大変化

大学受験が変わる！受験産業のあり方が変わる！

大学入試改革・英語教育改革から生まれる

英語教育ビジネスの新市場とは！？



全貌が見えつつある入試改革の方向性からは「英語資格」、特に英検などの４技能評価が

できる資格のニーズが高まることが予想されており、既に先行して受験者数が急増していま

す。

しかし、今回の大学入試改革・英語教育改革＝英語資格ニーズのアッ
プ・小学生向けの英語授業が増えるだけと考えるのは危険です。今後の
国や大学が目指す方向を考えると、そのようなレベルの変化で終わることは考えにくいので

す。

前述した大学入試改革や英語教育改革の内容や、グローバル化を進め国際競争力を高めて

いきたい国や大学の思惑を読み取ると、以下のような変化が生まれてくる可能性が高いので

す。

（１）国際評価を高めていきたい高偏差値の大学の二次試験において、より高度な英語

力の評価が導入される可能性が高い （具体的には英語小論文、ディベート・ディス

カッション、英語によるプレゼンテーション ｅｔｃ）

（２）海外事業展開をする大企業・外資系企業において、新入社員に対してより高度

な英語力を求める傾向が高まる（大学の就職力にも直結する）

公教育全般・大学入試全般の変化は、どうしても既存の体制との兼ね合いがあるため、改

革は限定的になってしまいます。しかし、一部の高偏差値大学の二次試験入試においては、

各大学の目的や思惑がそのまま反映される入試制度を導入することが可能です。

国際評価を高めていきたい大学であればあるほど、高い英語力を評価する傾向になるのは

自然の流れですから、ただ「英語資格」を持っていれば受験が有利になるレベルではなく、

本当の意味での英語力を問われる時代が到来する可能性が高いのです。

こうした時代背景の中で、英語教育における消費者ニーズは徐々に変化しています。（首

都圏のように「国際展開する企業」「外資系企業」で勤務する保護者が多い地域では顕著な

傾向です。）

この消費者ニーズの変化によって、今、英語教育ビジネスにおいて“大きな
ビジネスチャンス”が生まれています！

既に全国のいくつかの企業では、この新しく生まれたビジネスチャンスを獲得するべく、

新しい英語教育コースを開発し、大きな成果を上げています。

次ページからは、この英語教育新時代に適応している企業様の事例についてご紹介したい

と思います。

英語資格・英検ブームが巻き起こるだけではない



ＡＩＥは兵庫県の神戸市・芦屋市にて

教室展開をしています。

日本人を中心としたレッスンを行って

おり、右記の通り、６年間で計１０００
名を超える英検合格者を輩出するなど、

英検を中心に圧倒的な実績を残しており

ます。中には、小１で英検３級、中２で
英検２級、高１で英検１級など驚くよう

な成果を上げた生徒もいます。

冒頭でお伝えいたしました大学入試改革、

英語教育改革の追い風を受けて、ここ数

年で生徒数は大幅に伸びており、２教
室で３００名を超える生徒が在籍し
ています。

地域に支持される“ＡＩＥ”の取り組み／実績

成功
事例

幼～高一貫モデルに成功
ネイティブ講師に依存しない“ビジネスモデルの実現!!
高収益なビジネスモデルを達成した成功企業

ＡＩＥ（兵庫）
（株式会社 エーアイイー）

代表取締役

橋本 隆志 氏

兵庫県神戸市・芦屋市を中心に幼児から一般までの英語教室を展開するＡＩＥの代表取締役。２教室の生徒数
は約３００名を越え、地域でも人気を集めている英語教室。人気の理由の１つとして結果にコミットしたスタ
イルを実践しており、６年間で計１０００名を超える英検合格者を輩出してきた。中には、小１で英検３級、
中２で英検２級、高１で英検１級など驚くような成果を上げた生徒もいる。

また、確実に成果を出せるスクールとして平均月謝２万円以上を実現。そのため、基幹校の年商５０００万円
を超える。創業当時から、“ネイティブ講師に依存しない”ビジネスモデルを展開しており、外国人講師の人件費
率が低く“しっかりと利益が残る”モデルとなっている。

近年、英語教育改革が影響し、さらに地域からの支持を集めている。その結果、少子化が進む中でも新規出店
を着々と進めており、今後ますますの活躍が期待できる幼高一貫のモデルスクール。



前述しましたように確実に学習の成果が出るスクールとなっております。さらに、大学

入試改革の影響もあり、上記グラフのように学年別生徒数は小学生高学年–高校生がボ

リュームゾーンとなっています。

グラフからもわかる通り小学校高学年での転塾を理由とした退会が極めて少ない
ことも特徴の一つです。また、一般的な英会話スクールには見られない小学校高学年～
中学生の集客・入会を可能としています。そのため、全生徒数における中高生の比
率が約55％と半数を超えるモデルとなっております。

中高生が多く、高単価なコースを取得する層が多く、一つの校舎では、生徒数約170名
で年商5000万円を達成しており、平均月謝に直すと約2.5万円と一般的なス
クールの2~3倍の単価を実現しております。

つまり、幼高一貫モデルを実現し、確実な成果を出せるモデルになっていることで以下の

ような結果を達成されています。

１．平均月謝２～３万円 ※一般的なスクールは１万円弱

２．平均在籍期間が5～6年 ※一般的なスクールは2年前後

３．小学生高学年～中学生の新規入会も多い

４．その結果、拠点当たり年商5000万円モデルが可能

(一般的なスクールは1000-2000万円)

確実に成果が出る＝高継続＆高単価なビジネスモデルの確立へ！

図：ＡＩＥの学年別生徒数分布

（人）



営業利益３０％、外国人人件費率２０％と高効率モデル！

拠点当たりの年商6000万円と、AIEの売り上げが高い理由は、先ほどご覧いただいた通
りです。

しかし、多くの英会話スクールで問題となっているのが売上ではなく、営業利
益率です。その背景には、ネイティブ講師・日本人講師と二人の講師が必要となり、他ス
クールに比べ約2倍の人件費を要し、ほとんど利益が残らないモデルとなっているためです。

一方、AIEでは、教務面のこだわりより、創業当初からネイティブ講師に依存しない経営を

実現されています。

その結果、経営面では、外国人講師の人件費率が売上の20%以下、営業利益率が
約30%と高収益なビジネスモデルとなっています。

また、このモデルは学習塾の要素も含んでいるため、長期休暇中の講習も機能します。

7～8月は多くの英会話スクールが売上を落とす中、AIEでは通常月の2倍の売
上を達成しています。固定費はほとんど変わらないため、上記の多くは利益と
して残ります。

つまり、AIEでは以下の3点によって好循環が生まれて

います。

1.日本人講師を中心とした圧倒的な実績づくり
2.高単価・長期在籍期間の実現
3.高利益率なビジネスモデルの確立

ネイティブ講師の採用・安定が難しい時代の中、人材面から見ても素晴らしいモデルと

なっております。

“幼ー高対応”新モデルの概要

１．４技能に対応しており、英語教育改革に適応した時流コンテンツ

２．４技能に対応することで圧倒的な英語実績を作りやすく、差別化も可能

３．大学受験の重要度が大きいため、小学生高学年での転塾（退会）が少ない

４．小学生高学年～中学生の新規集客・入会が期待できる

５．月謝が通常の２～３倍になる高単価モデル

６．夏期講習など通常月謝以外での売上の確立が可能

７．日本人講師中心の構成だから利益が残りやすい

８．ネイティブ講師の採用・安定が難しい時代の中でも可能

⇒



関西地区 生徒数約１５０名の英会話スクール

売上１．３倍、営業利益＋５００万円

関西地区にある生徒数約150名の英会話スクール。新モデル移行前までは、生徒数は増え
るものの客単価が7000円前後と利益がほとんど残らないことが課題であった。

英語教育改革をきっかけに4技能対応の新モデルにチャレンジ。小学3年生以上を対象に新た
なコースを設計し、プロモーションを実施。

その結果、約80%もの生徒が客単価1.5倍のコースへ移行、売上も昨年対比1.3倍、
利益も＋500万円としっかり出る体質に進化した。

幼・小・中・高一貫モデル
～全国で成功企業が続々と誕生しています～

関東地区 生徒数約５００名の英会話スクール

１教室売上４５００万円 営業利益率３０％を実現

都心部に英会話スクールを２教室展開している企業様。

競合環境が激しい中、生徒数約５００名と地域から圧倒的な支持を受けている。しかし、
上記同様、なかなか利益が残らず苦戦を強いられていた。

幼ー高対応新モデルに移行したことによって、利益率の大幅改善に成功し、営業利益率30％
を達成した。

また、４技能に対応したことで、これまでより更に生徒の英語力が定着。

結果として、単価アップのみならず、他スクールとの差別化を実現し生徒募集でも成功を収
めた。

他スクールでも様々な成功事例が生まれています！

ここまでレポートをご覧いただき、ありがとうございます。ＡＩＥ様の取組み、“幼ー高

対応”新モデルはいかがでしたか？

上記の成功事例は、ＡＩＥ様に限らず、全国で誕生しています。



英語教育ビジネス新時代の方向性
誌上
セミナー

大学入試改革・教育改革による時代の大きな変化

“急成長”する英語教育市場
株式会社 船井総合研究所 教育グループ グループマネージャー

チーフ経営コンサルタント 犬塚 義人

船井総合研究所内「教育グループ グループマネージャー」を務め、教育業界の各分野のコンサルティン

グを多数成功している。コンサルティング対象分野は幅広く、英会話教室、学習塾、幼稚園、カルチャー

センター、パソコン教室、専門学校など多くのスクール分野の実績を持っている。 人財教育・育成のプロ

フェッショナルとして、数多くの教育業界の法人・企業の人財育成・教育を担当している。また社内でも後

進のコンサルタント達の教育研修を担当している。

大学入試改革・英語教育改革の全貌が明らかになってきました。それに伴い、国や経済界・大学側が子供達の今後の

教育に何を求めているかのビジョンも具体化してきました。

こうした時代の流れに先行して、既に消費者のニーズにも大きな変化が現れつつあります。これからのグローバル社会

に適応できる人材を育てるために「真の英語力の養成」を求める層が増えているのです。既存の教育業界では以下のよ

うな消費者の移行が一部で生まれつつあります。

“英語教育”は他社との差別化における最重要コンテンツに！

従来の幼稚園 英語幼稚園・プリスクール

英語に強みがある幼稚園

従来の
私立小中学校

英語に強みがある小中学校

留学や大学実績がある学校

従来の学習塾 英会話も学べる学習塾

英会話教室機能がある学習塾

従来の
英会話教室

確実な上達が見込めるｽｸｰﾙ

高度な資格取得までサポート可
能な英会話スクール

英語の重要性が高まる中で、「真の英語力が身につく」教育機関に預けたいと考える客層が、高所得者層を中心に増

加しているため、「英語に強みを持つ」企業や法人が、差別化・競争戦略において、非常に有利な環境になっているの

です。

この「英語習得に意識の高い家庭」は、保護者が外資系企業や大手企業に勤務しているケースが多いのですが、既に

以下のような従来の日本の英語教育に対して「本当に英語力が身につくのか？」と疑問を持っているのです。

本当に大丈夫？

週に１回１時間程度の
英会話教室・・・



つまり、受験改革・英語教育改革に伴って変化していく、小～高校生の新時代のニーズに対応した新コース・新学科を

つくり、従来の教育カリキュラムと融合させて、幼～高一貫型の英語スクールを目指していくことが、新時代における「英

語教育」の勝ち残り企業の絶対条件だといえるのです。

こうした時代の流れに対応できる、真の「グローバル人材」を育成するために英語エリートを養成するコースの開設に着

手している学習塾や英会話教室は全国各地に存在し、集客も成功しています。

本レポートでご紹介した、ＡＩＥ様もその中の１社です。 小学校高学年以上の生徒の新時代のニーズに合わせて、「幼・

小・中・高一貫モデル」を実現し、今後もさらに拡大展開していく予定です。

現在のメインターゲットである団塊ジュニアの保護者は、自分自身が英語学習をしてきた世代ですので、英語教育に対

する評価が従来と比較して厳しくなっています。

ただ「英会話」「英語」という名ばかりの教室ではなく、その内容や品質・実績をしっかり見てくることが多いのです。

こうした時代背景の中で、新時代の英語教育や消費者に支持される英語教育のビジネスモデルは以下のようなキー

ワードが重要になります。

これから求められるのは“真の英語力”が身につく英語コース

（大前提としての）英語４技能対応

学校の授業にも対応（テスト対策など）

幼児～高校生までの適齢＆一貫した英語教育

長時間レッスン （量の確保）

英語イマージョン教育 （ｵｰﾙｲﾝｸﾞﾘｯｼｭ環境提供）

資格取得サポート ・ 実績による差別化

家庭学習管理・サポート

夏期講習・英語留学

高度な英会話技能（ディベート・ディスカッション）

多読、単語（語彙力）、英語論文などへの対応

今回の大学入試改革と英語教育改革によって、わかりやすく「大学入試のありかた」が変わります。

予備校や学校のあり方も大きく変化していくため、受験産業にとって対応が必要不可欠なのは事実です。 しかし、この

英語教育に関する市場の変化は、単なる「入試制度の変更」に伴うレベルではなく、教育の市場構造自体を変化させる

可能性を秘めているため、英語資格の強化でとどまっているのは機会損失になりかねません。

新しい時代の中で生まれる「小学校高学年～高校生向けの英会話・英語教育市場」は、まさに空白マーケットであり、ブ

ルーオーシャンといえます。 既存の学習塾や英会話教室に物足りなさを感じている保護者に対して、本当に求められ

る英語教育を他社に先駆けて提供し、新しい時代のリーディングカンパニーを目指してみてはいかがでしょうか？

他社に先駆けて英語教育新時代の“空白＆成長マーケット”を狙う！



メ
リ
ッ
ト

小・中・高生向け新英語コース設立＝
『幼～高一貫型英語教育スクール』のメリット

他社との圧倒的な差別化＝集客アップ
～「英語に強い」という差別化で生徒が集まる！～

近年、全ての教育業において「英語に強い」「英会話教育が充実している」ことは、大きな強みになっています。

そのため、新時代に対応した英語コースを他社に先駆けて導入することは、生徒募集の強みになります。

メ
リ
ッ
ト

大学合格実績につながる
～新入試制度に柔軟に対応できる体制づくり～

本レポートの冒頭で触れましたように、今後の共通入試・偏差値上位の大学の二次試験においては、単なる受験英語

だけでなく、英語資格・より高度な英会話スキルが必要となります。

この新時代の入試制度に対応するためには、新たな英語教育コースの設立は必要不可欠となります。

メ
リ
ッ
ト

客単価が高く・利益率も高い
～従来の英会話教室の経営課題をクリア！～

これまでの外国人講師に依存した英会話教室運営の最大の経営のネックは「講師人件費率が高く、利益が出にくい」と

いうことでした。 しかし、小～高校生向けの英語教育コースは比較的高単価であり、日本人講師の受け持つ授業比率

が増えるため、利益率を従来の英語教室と比較して高く設定することが可能です。

メ
リ
ッ
ト

自社・自校のブランディングが可能
～地域最速の導入でＮＯ１ブランド獲得を目指す～

英会話・英語教育は保護者・消費者のニーズが高いため、英語教育に強いという価値は、自校のブランド化をしていく

のに非常に効果的です。 他社に先駆けて導入し、早期に英検取得や大学入試の合格実績をつくることで、地域No.１

のブランドを構築していくことが可能です。

小・中・高生向けの新英語コース（学科）の設立が、学習塾・英会話教室・私立学校などの教育企業にとって、どのような

効果・メリットを生むのかを整理してみましょう。

上記のような様々なメリットがあります。また、何よりも「英語教育」は少子化で市場が縮小していく中での、数少ない
成長市場です。 このビッグチャンスを自社の経営に取り入れることができるかどうかは、各社の今後の取り組み次第
だといえます。



セミナーのご案内

本レポートを最後までお読みいただきまして、誠にありがとうございます。

本レポートでご紹介させていただいた、ＡＩＥ（株式会社エーアイイー）の代表取締役 橋本 氏をゲスト講師に

お招きし、３月４日（日） １３：００～１７：００ 『英語教育改革対応法セミナー２０１８』 を開催させてい
ただきます。

本セミナーでは、大学入試改革・英語教育改革に関連して、民間・私立の教育業がどう変化していくべきなのか

をお伝えし、新時代に必要となる「小・中・高校生向けの英語教育の新コース・ビジネスモデル」の作り方をご紹

介させていただきます。その他にも以下の内容をセミナーでは予定しております。

今後、さらに少子化が進行し競争が激化する教育業において、今回の英語教育に関する市場の変化は、最

後の巨大市場であり、大きなビジネスチャンスだといえます。

これから、さらに激しさを増していく教育業（学習塾・英会話教室・幼稚園・私立小中学校など）において、英語

教育への対応を積極的に行っていこうとお考え、経営者様・経営幹部様は、ぜひ本セミナーにご参加いただ

ければと思います。

当日、セミナー会場にて皆様にお会いできることを心より楽しみにしております。

・これからの教育業が目指すべき“幼～高一貫型英語教育”のあり方について

・「外国人講師英会話」「日本人講師英会話」「オンライン英会話」「ＩＴ教材型
英会話」「英語幼稚園」「英語学童保育」「英語学校」など、英語教育のビジネ
スモデルの今後の成長ポテンシャルと課題の解説

・新たな“英語教育”学科・コース設立の際に絶対に狙いたい市場とは

・小学生以上に人気のハイレベル英語コースのコンテンツの内容

・生徒は増えても利益率が低い英会話教室経営の課題解決のための秘策について

・２教室で生徒数３００名超！ 人気英語教室の経営の秘密について

・ 小学生高学年や中学生の集客が可能！ 他スクールとの募集ノウハウの差とは？

・生徒の平均在籍期間約５０ヶ月！ 生徒が長期在籍する授業とコース作りのコツ

・英語のみで平均月謝単価２０,０００円を維持する高品質のコースづくり

・競争激化は必至！ 外国人講師の採用とバイリンガル講師の採用のあり方



セミナー日時 ３月４日 （日） １３：００～１７：００ （受付開始１２：３０～）

テーマ 講師

第一講座

英語教育新時代の経営の在り方
英語教育新時代において押さえておくべき保護者ニーズについて

既存の英語教室・英語幼稚園の克服すべき経営課題とモデルの限界

新時代における“支持される英会話教育” “淘汰される英語教育”とは

株式会社船井総合研究所
チーフ経営コンサルタント

犬塚義人

第二講座
ゲスト講演

拠点年商５０００万円を実現する教室が取り組む

新時代に向けた新ビジネスモデル
２教室で総生徒数３００名超！ 人気英語教室の取り組み

英検や有名大学への進学実績多数！ＡＩＥ教育へのこだわり

利益が残るビジネスモデルの全貌

ネイティブに依存しないモデルのポイントとは？

ＡＩＥ
（株式会社エーアイイー）

代表取締役
橋本隆志氏

第三講座

新時代の英語教育コース・学科設立のポイント
小中高生向けの英語教育コースの教務・経営のあり方

生徒が集まるコース設計と演出方法

採用が難しい外国人講師とバイリンガル講師採用の効果的な手法

高単価・高利益率を維持する経営モデルのあり方

株式会社船井総合研究所
北村 拓也

まとめ
講座

まとめ講座
株式会社船井総合研究所
チーフ経営コンサルタント

犬塚義人

英語教育改革対応法セミナー２０１８

セミナー講師

兵庫県神戸市・芦屋市を中心に幼児からの一般までの英語教室を展開するＡＩＥの代表取締
役。２教室の生徒数は約３００名を越え、地域でも人気を集めている。人気の理由の１つとして
結果にコミットしたスタイルを実践しており、６年間で計１０００名を超える英検合格者を輩出して
きた。中には、小１で英検３級、中２で英検２級、高１で英検１級など驚くような成果を上げた生
徒もいる。また、確実に成果を出せるスクールとして平均月謝２万円以上を実現。そのため、基
幹校では年商５０００万円を超える。さらに創業当時から、“ネイティブ講師に頼らない”ビジネス
モデルを展開しており、外国人講師の人件費率が低く“しっかりと利益が残る”モデルとなってい
る。近年、英語教育改革が影響し、更に地域からの支持を集めている。その結果、少子化が進
む中でも新規出店を着々と進めており、今後ますますの活躍が期待できる幼高一貫のモデル
スクール。

橋本 隆志 氏

ＡＩＥ（株式会社エーアイイー）
代表取締役

犬塚 義人
株式会社 船井総合研究所
教育グループ グループマネージャー チーフ経営コンサルタント

船井総合研究所内「教育グループ グループマネージャー」を務め、教育業界の各分野のコンサ

ルティングを多数成功している。コンサルティング対象分野は幅広く、英会話教室、学習塾、幼

稚園、カルチャーセンター、専門学校など、多くのスクール分野の実績を持っている。 人財教

育・育成のプロフェッショナルとして、数多くの教育業界の法人・企業の人財育成・教育を担当し

ている。また船井総研の社内でも後進のコンサルタント達の教育研修を担当している。
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